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本年度研究成果

I 研究背景 

原子力災害や放射線災害に対して、屋内退避や避難、除染は放射線リスクを軽減するために最も必

要な防災・防護措置である（IAEA）1)。しかし、2011 年の福島第一原子力発電所（FDNPP）事故の際

には、住民の放射線に関する知識不足に加えて、公的支援による情報提供不足により、適切な屋内退

避や避難が実施されず、そのことが災害関連死を招く要因となったことが報告されている 2-5)。さらに

は不十分なリスクコミュニケーションにより、放射線不安の増大と福島県への風評被害が発生した。

これらの問題はまだ十分に解決されているとはいえない。

放射線災害に限らず全ての災害において、“自助”“共助”“公助”の効率的な組み合わせにより

災害被害の軽減を図ることができる 6)といわれている。地域社会の防災力向上には、住民ひとりひと

りの努力のみならず、住民同士や公的組織との連携が必要不可欠である。そうした地域社会でのさま

ざまな連携を可能にするのが防災士である。

日本では、2003 年に防災士の資格制度が始まった。防災士は、社会のさまざまな場面において防災

力を高めるための十分な意識を有し、一定の知識・技能を修得した人に対して、日本防災士機構が認

定する資格である 7)。認定者数は、2024 年２月現在 280,985 名で 8)、その数は年々増加している。防

災士は「地域社会の防災力」を向上させることが期待されており 9-12)、放射線災害の予防はもちろん、

将来起こり得る原子力災害や放射線災害への備えに関する啓発活動を展開できることが予想される。

しかし、そのような活動を展開する上で、防災士が具体的にどのような知識を身につけ、どのような

行動を実行すべきかは明らかではない。従って、防災士に対して放射線防災に関する知識やスキルを

習得する研修システムを構築する必要がある。防災士が放射線に関する正しい知識を持ち、適切なリ

スクコミュニケーションを推進することで、災害関連死の防止や風評被害の軽減につながることが期

待できる。
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II 目的 

本研究の最終目的は、社会の防災・減災活動が期待される防災士を、放射線防災を地域に啓発する

活動の担い手とし、更には災害時のリスクコミュニケーションの担い手となる可能性を「放射線防災

/地域啓発活動モデル」として検証し、全国展開するための基盤を構築することである。 

１年目の研究目的は、＜研究１＞研究対象である防災士の社会的背景と放射線防災における防災士

の役割を明確にすること。＜研究２＞放射線リスクを軽減するための知識や技術を習得する研修モデ

ル（放射線防災スキルアップ研修）の体系化を行うこと、である。

III 研究方法 

＜研究 1-1＞アンケート調査：全国約 27 万人の防災士のうち、日本防災士機構のメールマガジンを購

読している約 7,000 人を対象に、放射線や放射線災害に対する意識を把握するための Web アンケート

調査を行った。更に、福島県在住の防災士を対象に、Web 調査と同様の質問項目を用いて自記式質問

紙調査を行った。

＜研究 1-2＞インタビュー調査：福島県内の防災士および自治体職員を対象に９名のインタビュー調

査を実施した。

＜研究 2-1＞放射線防災スキルアップ研修モデルの体系化：福島県内の防災士を対象に、「放射線防災

スキルアップ研修 2023」を２つの市で開催した。環境省および内閣府の資料を参考に、独自に研修テ

キストを作成し、研修プログラムを検討した。研修は計３回で構成され、事前と各回終了ごとの計６

時点で、放射線防災理解度テスト：20 問について回答を求めた。さらにリスクコミュニケーションス

キル：10 項目と防災行動意図：10 項目については、第１回の事前と第２回・３回の事後に回答を求

め、研修の効果性の検証を行った。本研究については、事前の福島県立医科大学倫理審査委員会の承

認を得て実施した（REC2022-017）。 

IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

＜研究 1-1＞Web 調査および質問紙調査より回答を得た。アンケートでは、放射線に関する知識、放

射線被ばくによる健康影響の懸念の程度、放射線に関する情報入手方法、放射線に関する学習経験等

について定量的に回答を得た。さらに、放射線災害発災前・後の防災士としての役割や行動意図にに

ついて、自由記載で回答を求めた。その結果、放射線に関する知識 12 項目の平均正答率は 56.4％で

あり、放射線に関する知識問題「ヒトが放射線被ばくを受けると、遺伝的影響が起きやすい（正解は

×）」の正答率は 13.4％と最も低い結果が得られた。この他のデータを解析中である。 

＜研究 1-2＞インタビュー調査：９名のインタビュー調査の結果において、放射線防災において防災

士に期待する役割の明確化は図れなかった。一方で、＜研究 1-1＞の自由記載について、内容分析を

行った結果、放射線防災における防災士の役割として、放射線防災に関する正しい知識・技能の習得

および情報伝達の必要性が明らかとなった。

＜研究 2-1＞放射線防災スキルアップ研修モデルの体系化：「放射線防災スキルアップ研修 2023」の当

該研修期間において、全３回の全てのプログラムを修了した者は 30 名で、受講率は 68.7％であった。 

１）放射線防災理解度テスト：第１回研修前と第２回研修前が他の時期に比べて有意に正答率が低か

った。すなわち、第１回で事前から事後にかけて理解度が上昇したが、それは第２回の事前にかけて

低下し、第２回においても事前から事後にかけて理解度が上昇した後、第３回の事前にかけては低下

しなかった。２回の研修によって、放射線防災についての理解が定着したといえる。
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２）リスクコミュニケーションスキル：10 項目全てにおいて、第１回研修前と比較して、第２回研修

後および第３回研修後の得点の上昇が示された。

３）防災行動意図：10 項目全てについて、第１回研修前と比較して、第２回研修後および第３回研修

後の得点の上昇はみられなかった。防災士資格を持つ研究対象者は、本研修を受ける前からすでに防

災行動意図が高かったため、研修受講に伴う変化は示されなかったことが考えられる。

＜今後の研究方針＞

令和６年度は、＜研究 2-1＞の研修内容の再検討を行うとともに、新たに３市において 80 名の防災

士を対象に研修会を開催し、効果検証を行う。さらに、前年度の研修修了者 30 名を対象にリスクコ

ミュニケーション手法の修得の強化を目的に、＜研究 2-2＞として「放射線防災フォローアップ研修」

を開催し、効果検証を行う予定である。

V 結論 

 ３回に及ぶ研修により、防災士の放射線や放射線防災に関する正しい知識・認識の向上が期待でき

ることが確認できた。今後、次世代影響への懸念の低減を含め、防災士に対する正しい知識・技能の

習得を目指した研修体系の構築が必要である。
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